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■
昨
年
の
三
八
六
九
円
（
〇
．

九
六
％
）
を
大
き
く
上
回
る
ベ

ー
ス
ア
ッ
プ

ス
ト
ラ
イ
キ
を
背
景
に
、
国

民
春
闘
の
粘
り
強
い
取
り
組
み

や
一
〇
万
七
〇
〇
〇
筆(

全
教

分
二
万
九
〇
四
〇
筆)

を
超
え

る
「
公
務
労
働
者
の
大
幅
賃
上

げ
等
を
求
め
る
署
名
」
の
と
り

く
み
な
ど
の
成
果
と
言
え
る
。

■
定
期
昇
給
分
を
加
え
て
も
春

闘
賃
上
げ
率
に
及
ば
な
い

モ
デ
ル
試
算
に
よ
る
定
期
昇

給
分
を
加
え
た
給
与
改
善
は
、

月
収
で
約
四
．
四
％
増
。
春
闘

の
賃
上
げ
率
五
．
三
三
％
（
厚

労
省
調
査
）
、
7
月
24
日
に
示

さ
れ
た
最
低
賃
金
引
き
上
げ
目

安
額
50
円
（
五
．
〇
％
）
に
は

及
ば
な
い
。

■
生
計
費
原
則
に
則
っ
た
賃
上

げ
若
年
層
へ
傾
斜
し
た
配
分

の
た
め
、
高
齢
層
の
賃
上
げ

は
生
活
改
善
に
つ
な
が
る
十

分
な
引
き
上
げ
に
は
な
っ
て

い
な
い
。

■
給
与
制
度
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト

・
10
年
に
一
度
の
大
幅
な
給

与
制
度
の
変
更
だ
が
、
人
事

院
は
不
誠
実
な
対
応
に
終

始
。
労
働
基
本
権
制
約
の
代

償
機
関
と
し
て
の
役
割
を
放

棄
す
る
も
の
だ
。

・
高
卒
初
任
給
の
最
低
賃
金

割
れ
解
消
に
向
か
う
な
ど
、

一
定
の
前
進
が
あ
っ
た
。

・
成
績
優
秀
者
の
勤
勉
手
当

の
成
績
率
の
上
限
引
き
上
げ

な
ど
、
能
力
・
実
績
主
義
が

強
化
さ
れ
て
い
る
点
は
看
過

で
き
な
い
。

●
1
．
春
闘
期

春
闘
は
、
民
間
の
職
場
で
は

労
働
組
合
が
経
営
者
と
交
渉
を

し
て
賃
金
・
労
働
条
件
の
改
善

を
め
ざ
し
ま
す
。

●
2
．
人
事
院
勧
告

人
事
院
（
国
）
は
、
春
闘
な

ど
で
決
定
し
た
民
間
産
業
の
賃

金
水
準
と
国
家
公
務
員
の
賃
金

水
準
を
比
較
調
査
し
た
結
果
に

も
と
づ
い
て
、
国
家
公
務
員
の

賃
金
を
政
府
と
国
会
に
勧
告
し

ま
す
。
通
常
は
8
月
上
旬
に
な

り
ま
す
。

●
3
．
閣
議
決
定
と
国
会
の
給

与
法
改
正

人
事
院
勧
告
を
う
け
た
政
府

「
教
職
調
整
額
」

13
％
案

文
部
科
学
省
は
8
月
下
旬

に
、
公
立
学
校
の
教
員
に
残

業
代
を
支
給
し
な
い
代
わ
り

に
基
本
給
の
４
％
を
上
乗
せ

支
給
し
て
い
る
「
教
職
調
整

額
」
を
13
％
に
引
き
上
げ
る

案
を
ま
と
め
ま
し
た
。
25
年

度
予
算
概
算
要
求
に
盛
り
込

み
ま
す
。

教
職
調
整
額
は
、
教
員
給

与
特
別
措
置
法
（
給
特
法
）

で
定
め
ら
れ
て
お
り
、
文
科

省
は
来
年
の
通
常
国
会
に
同

法
改
定
案
を
提
出
す
る
方

針
。
自
治
体
の
条
例
改
正
が

必
要
で
、
改
定
案
が
通
っ
た

場
合
も
増
額
は
26
年
度
か
ら

と
な
る
見
通
し
で
す
。
学
級

担
任
や
、
校
長
、
教
頭
ら
管

理
職
の
手
当
も
増
や
し
ま

す
。中

央
教
育
審
議
会
の
特
別

部
会
は
７
月
下
旬
、
教
員
の

「
働
き
方
改
革
」
に
関
す
る

答
申
案
を
取
り
ま
と
め
、
教

職
調
整
額
を
「
10
％
以
上
」

に
引
き
上
げ
る
よ
う
提
言
し

・
地
域
手
当
「
大
く
く
り

化
」
は
地
域
間
格
差
が
解
消

さ
れ
な
い
ど
こ
ろ
か
手
当
引

き
下
げ
地
域
が
多
数
生
じ
、

容
認
で
き
な
い
。

・
賃
金
・
労
働
条
件
抑
制
の

狙
い
が
に
じ
み
看
過
で
き
な

い
。

■
こ
れ
か
ら
の
と
り
く
み

・
深
刻
な
長
時
間
過
密
労
働

と
教
職
員
不
足
の
解
消
と
待

遇
改
善

・
実
質
賃
金
引
き
上
げ
に
つ

な
が
る
勧
告
。

・
地
域
手
当
「
大
く
く
り

化
」
に
対
す
る
対
応
。

・
再
任
用
職
員
や
会
計
年
度

任
用
職
員
を
ふ
く
む
臨
時
・

非
常
勤
教
職
員
の
待
遇
改

善
。

・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
根
絶
。

は
、
こ
れ
を
勧
告
通
り
に
実

施
す
る
か
ど
う
か
を
協
議
し

た
の
ち
、
給
与
法
改
正
案
を

国
会
に
提
出
し
、
国
会
で
決

定
さ
れ
れ
ば
、
国
家
公
務
員

の
賃
金
が
確
定
し
ま
す
。
し

か
し
、
人
勧
実
施
が
見
送
ら

れ
た
り
、
勧
告
を
大
幅
に
値

切
っ
た
提
案
を
し
た
り
す
る

な
ど
の
事
態
も
お
こ
っ
て
い

ま
す
。

●
4
．
人
事
委
員
会
勧
告

各
都
道
府
県
お
よ
び
政
令

市
の
人
事
委
員
会
は
、
閣
議

決
定
後
国
会
で
の
給
与
法
改

正
と
前
後
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ

の
民
間
産
業
の
賃
金
水
準
と

【給与勧告】
○昨年を大きく上回るベースアップだが、春闘賃上げ率や最賃引き

上げ目安に及ばず

・民間給与が国家公務員給与を1万1183円（2.76％）上回る。

・初任給は一般職について高卒2万1400円、大卒2万3800円引き上げ

る。

・人材確保の観点等を踏まえ若年層（概ね30歳代後半まで）に重点

を置きながら、再任用職員をふくむすべての号俸にわたる俸給表

の改定。

・一時金については、民間の支給割合が4.60月分であるとして、現

在の4.50月分を0.10月分引き上げ。引き上げ分は、期末手当

及び勤勉手当に均等に配分。

【給与制度のアップデート】
○能力実績主義強化で職場を分断、地域手当の「大くくり化」で多

くが引き下げに

・能力・実績主義の強化を給与制度整備の中心に置いた改定。

・地域手当「大くくり化」は、官僚を意識した中央の地域手当率固

定化を前提。その結果、多くの地域では引き下げ。結果として大

都市圏と地方との地域間格差は広がる。

埼玉県４% さいたま市12％

・公務における人材確保が危機的となっている要因として、官民給

与の比較を行う際の企業規模があげられ、企業規模について検討

を進めていくことが盛り込まれた。

・再任用職員生活関連手当支給の拡大

・扶養手当は、配偶者に係る手当を廃止。子に係る手当額を3,000

円引き上げ、13,000円とする。

地
方
公
務
員
（
埼
玉
県
の
場

合
は
県
の
職
員
）
の
給
与
水

準
を
調
査
し
た
う
え
で
、
地

方
公
務
員
に
対
す
る
賃
金
を

知
事
と
議
会
に
勧
告
し
ま

す
。
通
常
は
10
月
中
旬
で

す
。

●
5
．
各
県
お
よ
び
政
令
市

に
お
け
る
賃
金
確
定
闘
争

各
県
お
よ
び
政
令
市
の
人

事
委
員
会
勧
告
が
出
た
あ

と
、
そ
れ
ぞ
れ
の
都
道
府
県

で
交
渉
が
あ
り
、
妥
結
し
た

内
容
が
給
与
条
例
と
し
て
議

会
に
提
案
さ
れ
、
新
し
い
賃

金
（
給
与
条
例
）
が
最
終
的

に
き
ま
り
ま
す
。
通
常
12
月

議
会
で
す
。

以
上
が
、
賃
金
が
決
定
さ

れ
る
ま
で
の
あ
ら
ま
し
で

す
。

て
い
ま
し
た
。
そ
れ
に
対

し
、
学
校
現
場
、
全
教
・
日

教
組
と
い
っ
た
教
員
組
合
、

教
育
関
係
者
な
ど
か
ら
、
残

業
代
不
支
給
制
度
を
温
存

し
、
長
時
間
労
働
に
拍
車
を

か
け
る
と
の
批
判
が
上
が
っ

っ
て
い
ま
し
た
。

や
は
り
今
の
政
治
に
は
期

待
で
き
ま
せ
ん
。
定
額
働
か

せ
放
題
の
仕
組
み
を
替
え
る

政
治
を
国
民
が
選
択
す
る
こ

と
こ
そ
が
必
要
な
の
で
す
。


